
  
 

議案第 号 
令和７年度 東海村病院事業会計予算 

（総 則） 
第 1 条 令和７年度病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。 
 
（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 
（１） 病 床 数 ８０床 
（２） 年 間 患 者 数 入 院 ２３，７２５人 外 来 ６１，３２０人 
（３） 一日平均患者数 入 院 ６５人 外 来 ２１０人 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 
 収 入  

第１款 病院事業収益 ３６４，５４６千円 

第１項 医 業 収 益 ８，８００千円 

第２項 医業外収益 ３５５，７１６千円 

第３項 特 別 利 益 ３０千円 

  

  

４１
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 支 出 

第１款 病院事業費用 ３６４，５４６千円 

第１項 医 業 費 用 ３４７，３７８千円 

第２項 医業外費用 １７，１３８千円 

第３項 特 別 損 失 ３０千円 
 
（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 
２１５，５５６千円は過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする）。 

 収 入 
第１款 資本的収入 ０千円 

第１項 出 資 金 ０千円 
 支 出 
第１款 資本的支出 ２１５，５５６千円 

第１項 建設改 良費 １３９，９０７千円 
第２項 企業債償還金 ７５，６４９千円 

 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 
（１） 各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内での各項の間の流用 
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 支 出 

第１款 病院事業費用 ３６４，５４６千円 

第１項 医 業 費 用 ３４７，３７８千円 

第２項 医業外費用 １７，１３８千円 

第３項 特 別 損 失 ３０千円 
 
（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 
２１５，５５６千円は過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする）。 

 収 入 
第１款 資本的収入 ０千円 

第１項 出 資 金 ０千円 
 支 出 
第１款 資本的支出 ２１５，５５６千円 

第１項 建設改 良費 １３９，９０７千円 
第２項 企業債償還金 ７５，６４９千円 

 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 
（１） 各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内での各項の間の流用 

  
 

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 ９，６１２千円

 

（他会計からの補助金等） 

第７条 他会計からこの会計へ補助金，負担金並びに出資金を受ける金額は，３４５，０４０千円である。 

 

（重要な資産の取得） 

第８条 重要な資産の取得は，次のとおりとする。 

種 類 名 称 数 量 

器械及び備品 Ｘ線ＣＴ装置 一式 

器械及び備品 無影灯 一式 
 
 

令和７年３月 日 提出 
 

東海村長  山 田 修 

  
 

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 ９，６１２千円

 

（他会計からの補助金等） 

第７条 他会計からこの会計へ補助金，負担金並びに出資金を受ける金額は，３４５，０４０千円である。 

 

（重要な資産の取得） 

第８条 重要な資産の取得は，次のとおりとする。 

種 類 名 称 数 量 

器械及び備品 Ｘ線ＣＴ装置 一式 

器械及び備品 無影灯 一式 
 
 

令和７年３月 日 提出 
 

東海村長  山 田 修 
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病院事業会計予算に関する説明書 
 
 
 
 

 





 
 

病院事業会計予算に関する説明書 
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１１．．令令和和７７年年度度 東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画

収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益
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支 出

款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

長期前払消費税償却

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失
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資本的収入及び支出
収 入

款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

資 本 的 収 入

出 資 金

出 資 金

支 出 
款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

建 設 改 良 工 事 費

企業債償還金

企 業 債 償 還 金

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額 千円は，過年度損益勘定留保資金で補填する。
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資本的収入及び支出
収 入

款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

資 本 的 収 入

出 資 金

出 資 金

支 出 
款 項 目 予 定 額（千円） 備 考

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

建 設 改 良 工 事 費

企業債償還金

企 業 債 償 還 金

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額 千円は，過年度損益勘定留保資金で補填する。

 

２２．．令令和和７７年年度度    東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書

円 円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は当期純損失） △ 12,717,464 有形固定資産の取得による支出 △ 127,187,394

減価償却費 193,282,000 無形固定資産の取得による支出 0

固定資産除却費 5,030,000 一般会計からの出資金による収入 0

長期前受金戻入額 △ 10,675,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 127,187,394

その他特別利益 △ 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 17,137,000

固定資産売却損 0 ３ 財務活動によるキャッシュ･フロー

未払金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,000 △ 75,648,556

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 一般会計からの出資金による収入 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0 財務活動によるキャッシュ･フロー △ 75,648,556

長期前払消費税勘定償却 448,000

小計 192,521,536

利息及び配当金の受取額 1,000 資金増加額（又は減少額） △ 27,450,414

利息の支払額 △ 17,137,000 資金期首残高 1,426,548,896

業務活動によるキャッシュ・フロー 175,385,536 資金期末残高 1,399,098,482

                       （令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

建設改良費等に充てるための企業債発行による収入

建設改良費等に充てるための企業債償還による支出
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３３．．給給与与費費明明細細書書  

１ 総 括 
 

区 分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

前

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

手

当

の

内

訳

区 分
扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 地域手当

退 職 手 当
組 合 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度  

前年度  

比 較 △

 
 

３３．．給給与与費費明明細細書書  

１ 総 括 
 

区 分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

前

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

手

当

の

内

訳

区 分
扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 地域手当

退 職 手 当
組 合 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度  

前年度  

比 較 △

 
 

３３．．給給与与費費明明細細書書  

１ 総 括 
 

区 分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

前

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

手

当

の

内

訳

区 分
扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 地域手当

退 職 手 当
組 合 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度  

前年度  

比 較 △
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２ 給料及び手当の増減の明細 
区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 給与改定に伴う増減分 給与改定分

前年度給与改定率

給与改定状況

人事院勧告に基づく給与改定

～ 平均＋

普通昇給に伴う増加分

その他増減分 職員数の異動状況

本年度 人

前年度 人

増 減 人

手 当 その他増減分 給与改定の影響に係る増減

分

期末手当の支給月数の引上げ（＋ 月）

勤勉手当の支給月数の引上げ（＋ 月）

給料のベースアップ分のはね返り

 
３ 給料及び手当の状況 
（１）職員１人当たりの給与 

区 分 事 務 
（行 政 職） 

令 和 ７ 年
１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令 和 ６ 年
１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

千円 千円 

 
 
２ 給料及び手当の増減の明細 
区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 給与改定に伴う増減分 給与改定分

前年度給与改定率

給与改定状況

人事院勧告に基づく給与改定

～ 平均＋

普通昇給に伴う増加分

その他増減分 職員数の異動状況

本年度 人

前年度 人

増 減 人

手 当 その他増減分 給与改定の影響に係る増減

分

期末手当の支給月数の引上げ（＋ 月）

勤勉手当の支給月数の引上げ（＋ 月）

給料のベースアップ分のはね返り

 
３ 給料及び手当の状況 
（１）職員１人当たりの給与 

区 分 事 務 
（行 政 職） 

令 和 ７ 年
１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令 和 ６ 年
１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

千円 千円 
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（２）初任給 

区 分 行政職（円） 
一般会計の制度 
行政職（円） 

高 校 卒 
大 学 卒 

 
（３）級別職員数 

区 分 
行   政   職    

級 職 員 数（人） 構 成 比（％）    

令 和 ７ 年 
 

１ 月 １ 日 現 在 

７級      
６級      
５級      
４級      
３級 １     
２級     
１級     
計 １  （級別の標準的な職務内容） 

令 和 ６ 年 
 

１ 月 １ 日 現 在 

７級   区分 行政職 
６級   ７級 部長・参事 
５級   ６級 課長・副参事 
４級   ５級 課長補佐 
３級   ４級 係長 
２級 １  ３級 主任 
１級   ２級 主事 
計 １  １級 主事・主事補 
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（４）昇給期間短縮 該当なし 
 
（５）期末手当・勤勉手当 

区 分 
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 

（月分） 
職制上の段階，職務の 
級 等 に よ る 加 算 措 置 ６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 有 

前 年 度 有 

一般会計の制度 有 

 
（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 年勤続の者
（ 月 分 ）

年勤続の者
（ 月 分 ）

年勤続の者
（ 月 分 ）

最 高 限 度 
（ 月 分 ） 

そ の 他 の 
加 算 措 置 等 備  考 

支給率等 定 年 前 早 期 退 職
特別措置 ～

 

一般会計の制度 
（支給率等） 

定 年 前 早 期 退 職
特別措置 ～

 

 
（７）その他の手当 

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 

扶 養 手 当 同 一 

住 居 手 当 同 一 

通 勤 手 当 同 一 

 

 
 
 
（４）昇給期間短縮 該当なし 
 
（５）期末手当・勤勉手当 

区 分 
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 

（月分） 
職制上の段階，職務の 
級 等 に よ る 加 算 措 置 ６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 有 

前 年 度 有 

一般会計の制度 有 

 
（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 年勤続の者
（ 月 分 ）

年勤続の者
（ 月 分 ）

年勤続の者
（ 月 分 ）

最 高 限 度 
（ 月 分 ） 

そ の 他 の 
加 算 措 置 等 備  考 

支給率等 定 年 前 早 期 退 職
特別措置 ～

 

一般会計の制度 
（支給率等） 

定 年 前 早 期 退 職
特別措置 ～

 

 
（７）その他の手当 

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 

扶 養 手 当 同 一 

住 居 手 当 同 一 

通 勤 手 当 同 一 

 － 15 －



 
 

  
４４．．令令和和７７年年度度  東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予定定貸貸借借対対照照表表  

（令和 8年 3月 31日） 

 

  資  産  の  部     

  円  円  円  円 

１ 固 定 資 産         

（１）有形固定資産         

  イ 土     地    522,955,700     

  ロ 建     物  3,353,199,230       

    減価償却累計額  △1,334,038,316  2,019,160,914     

  ハ 構 築 物  63,178,500       

    減価償却累計額  △60,019,575  3,158,925     

  ニ 器械及び備品  1,554,143,540       

    減価償却累計額  △1,219,240,501  334,903,039     

    有形固定資産合計      2,880,178,578   

（２）無形固定資産         

  イ 電 話 加 入 権    80,300     

無形固定資産合計      80,300   

（３）投資その他の資産         

イ 長期前払消費税      
 
 5,085,296     

    投資その他の資産合計      5,085,296   

    固 定 資 産 合 計        2,885,344,174 

２ 流 動 資 産         

（１）現 金 預 金      1,399,098,482   

（２）未  収  金      0   

（３）その他流動資産      1,715,560   

    流 動 資 産 合 計        1,400,814,042 

    資  産  合  計        4,286,158,216 

－ 16 －



 
 

  負  債  の  部     
    円  円  円 
３ 固 定 負 債         
（１）企 業 債         
  イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  695,904,274     
    企 業 債 合 計      695,904,274   
    固 定 負 債 合 計        695,904,274 
４ 流 動 負 債         
（１）企 業 債         
  イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  77,213,884     
    企 業 債 合 計      77,213,884   
（２）未 払 金         
（３）引 当 金         
  イ 賞与引当金    773,000     
    引 当 金 合 計    

 
 773,000   

    流 動 負 債 合 計       77,986,884 
５ 繰 延 収 益         
    長 期 前 受 金      504,609,930   
    収 益 化 累 計 額      △260,570,592   
    繰 延 収 益 合 計        244,039,338 
    負 債 合 計        1,017,930,496 
  資  本  の  部     
６ 資  本  金         
（１）自己資本金         
  イ 固 有 資 本 金    96,214,909     
  ロ 出 資 金    3,135,603,249     
  ハ 組 入 資 本 金    210,425,261     
    自己資本金合計      3,442,243,419   
    資 本 金 合 計        3,442,243,419 
７ 剰  余  金         
（１）利益剰余金         
  イ 減 債 積 立 金    385,972     
  ロ 利 益 積 立 金    0     
  ハ 未処理欠損金    △174,401,671     
    利益剰余金合計      △174,015,699   
    剰 余 金 合 計        △174,015,699 
    資 本 合 計        3,268,227,720 
    負 債 資 本 合 計        4,286,158,216 

  
 

  負  債  の  部     
    円  円  円 
３ 固 定 負 債         
（１）企 業 債         
  イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  695,904,274     
    企 業 債 合 計      695,904,274   
    固 定 負 債 合 計        695,904,274 
４ 流 動 負 債         
（１）企 業 債         
  イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  77,213,884     
    企 業 債 合 計      77,213,884   
（２）未 払 金         
（３）引 当 金         
  イ 賞与引当金    773,000     
    引 当 金 合 計    

 
 773,000   

    流 動 負 債 合 計       77,986,884 
５ 繰 延 収 益         
    長 期 前 受 金      504,609,930   
    収 益 化 累 計 額      △260,570,592   
    繰 延 収 益 合 計        244,039,338 
    負 債 合 計        1,017,930,496 
  資  本  の  部     
６ 資  本  金         
（１）自己資本金         
  イ 固 有 資 本 金    96,214,909     
  ロ 出 資 金    3,135,603,249     
  ハ 組 入 資 本 金    210,425,261     
    自己資本金合計      3,442,243,419   
    資 本 金 合 計        3,442,243,419 
７ 剰  余  金         
（１）利益剰余金         
  イ 減 債 積 立 金    385,972     
  ロ 利 益 積 立 金    0     
  ハ 未処理欠損金    △174,401,671     
    利益剰余金合計      △174,015,699   
    剰 余 金 合 計        △174,015,699 
    資 本 合 計        3,268,227,720 
    負 債 資 本 合 計        4,286,158,216 

 

－ 17 －



 
 

注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

 

 

 

 

 

       

  ２ 引当金の計上方法 

   （１）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度

の負担に属する額を計上している。 

   （２）退職給付引当金 

      職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

 

  ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

  該当なし 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 賞与引当金の取崩し 

    令和７年度において，期末・勤勉手当として 1,938,000 円及びこれに係る法定福利費として 386,294 円を支給することとなったた

め，賞与引当金 755,000 円を取り崩す。 

 

 

 

１ 固定資産の減価償却の方法     

 （１）有形固定資産    （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 ・主な耐用年数     ・減価償却の方法 

     定額法による   建物 10～39 年      定額法による 

   構築物 10～60 年   

   器械及び備品  2～15 年   

－ 18 －



 
 

注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

 

 

 

 

 

       

  ２ 引当金の計上方法 

   （１）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度

の負担に属する額を計上している。 

   （２）退職給付引当金 

      職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

 

  ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

  該当なし 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 賞与引当金の取崩し 

    令和７年度において，期末・勤勉手当として 1,938,000 円及びこれに係る法定福利費として 386,294 円を支給することとなったた

め，賞与引当金 755,000 円を取り崩す。 

 

 

 

１ 固定資産の減価償却の方法     

 （１）有形固定資産    （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 ・主な耐用年数     ・減価償却の方法 

     定額法による   建物 10～39 年      定額法による 

   構築物 10～60 年   

   器械及び備品  2～15 年   



５５．．令令和和６６年年度度　　東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予定定損損益益計計算算書書

円 円 円

１　医業収益

（１）その他医業収益 8,000,000 8,000,000

２　医業費用

（１）給与費 9,410,000

（２）経費 132,111,509

（３）減価償却費 182,677,000

（４）資産減耗費 588,000

（５）長期前払消費税償却 448,000 325,234,509

    医業損失 317,234,509

３　医業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）他会計補助金 124,190,000

（３）その他医業外収益 0

（４）他会計負担金 199,709,000

（５）長期前受金戻入 10,675,000 334,575,000

４　医業外費用

18,671,000

（２）雑支出 26,721,947 45,392,947 289,182,053

    経常損失 28,052,456

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

－ 20 －



５５．．令令和和６６年年度度　　東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予定定損損益益計計算算書書

円 円 円

１　医業収益

（１）その他医業収益 8,000,000 8,000,000

２　医業費用

（１）給与費 9,410,000

（２）経費 132,111,509

（３）減価償却費 182,677,000

（４）資産減耗費 588,000

（５）長期前払消費税償却 448,000 325,234,509

    医業損失 317,234,509

３　医業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）他会計補助金 124,190,000

（３）その他医業外収益 0

（４）他会計負担金 199,709,000

（５）長期前受金戻入 10,675,000 334,575,000

４　医業外費用

18,671,000

（２）雑支出 26,721,947 45,392,947 289,182,053

    経常損失 28,052,456

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

５　特別利益

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0

（３）その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）過年度損益修正損 0

（３）その他特別損失 0 0 0

　　当年度純損失 28,052,456

133,631,751

0

161,684,207

    前年度繰越欠損金

    その他未処分利益剰余金変動額

　  当年度未処理欠損金

－ 21 －



 
 

６６．．令令和和６６年年度度 東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予定定貸貸借借対対照照表表  
（令和 年 月 日）

資 産 の 部

円 円 円 円

１ 固 定 資 産

（１）有形固定資産

イ 土 地

ロ 建 物

減価償却累計額 △

ハ 構 築 物

減価償却累計額 △

ニ 器械及び備品

減価償却累計額 △

有形固定資産合計

（２）無形固定資産

イ 電 話 加 入 権

無形固定資産合計

（３）投資その他の資産

イ 長期前払消費税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

（１）現 金 預 金

（２）その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－ 22 －



 
 

負 債 の 部
円 円 円

３ 固 定 負 債
（１）企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債
企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債
（１）企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債
企 業 債 合 計

（２）未 払 金
（３）引 当 金

イ 賞与引当金
引 当 金 合 計

（４）その他流動負債
流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 の 部
６ 資 本 金
（１）自己資本 金

イ 固 有 資 本 金
ロ 出 資 金
ハ 組 入 資 本 金

自己資本金合計
資 本 金 合 計

７ 剰 余 金
（１）利益剰余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 利 益 積 立 金
ハ 未 処 理 欠 損 金

利益剰余金合計 △
剰 余 金 合 計 △
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計  

 

負 債 の 部
円 円 円

３ 固 定 負 債
（１）企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債
企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債
（１）企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債
企 業 債 合 計

（２）未 払 金
（３）引 当 金

イ 賞与引当金
引 当 金 合 計

（４）その他流動負債
流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 の 部
６ 資 本 金
（１）自己資本 金

イ 固 有 資 本 金
ロ 出 資 金
ハ 組 入 資 本 金

自己資本金合計
資 本 金 合 計

７ 剰 余 金
（１）利益剰余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 利 益 積 立 金
ハ 未 処 理 欠 損 金

利益剰余金合計 △
剰 余 金 合 計 △
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計
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注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針  

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 引当金の計上方法 

   （１）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度

の負担に属する額を計上している。 

   （２）退職給付引当金 

      職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

 

  ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

  該当なし 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 賞与引当金の取崩し 

    令和６年度において，期末・勤勉手当として 1,399,504 円及びこれに係る法定福利費として 267,060 円を支給することとなったた

め，賞与引当金 762,000 円を取り崩す。 

 

１ 固定資産の減価償却の方法     

 （１）有形固定資産    （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 ・主な耐用年数     ・減価償却の方法 

     定額法による   建物 10～39 年      定額法による 

   構築物 10～60 年   

   器械及び備品  2～15 年   

－ 24 －



 
 

注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針  

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 引当金の計上方法 

   （１）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度

の負担に属する額を計上している。 

   （２）退職給付引当金 

      職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

 

  ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

  該当なし 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

 １ 賞与引当金の取崩し 

    令和６年度において，期末・勤勉手当として 1,399,504 円及びこれに係る法定福利費として 267,060 円を支給することとなったた

め，賞与引当金 762,000 円を取り崩す。 

 

１ 固定資産の減価償却の方法     

 （１）有形固定資産    （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 ・主な耐用年数     ・減価償却の方法 

     定額法による   建物 10～39 年      定額法による 

   構築物 10～60 年   

   器械及び備品  2～15 年   

７７．．令令和和７７年年度度 東東海海村村病病院院事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画明明細細書書  

収益的収入及び支出 
収 入 

款 項 目 本年度 
予定額 

前年度 
予定額 

増 減 
節 

説 明 
区 分 金 額 

   千円 千円 千円 千円

病院事業

収 益
医業収益

そ の 他

医 業 収 益 そ の 他

医 業 収 益

文書料

医業外収益

受 取 利 息

及び配当金

△

△

預 金 利 息

他 会 計

補 助 金 他 会 計

補 助 金

一般会計補助金

他 会 計

負 担 金 他 会 計

負 担 金

一般会計負担金

長期前受金

戻 入 国庫交付金

長期前受金戻入
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款 項 目 本年度

予定額

前年度

予定額
増 減

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円 千円 千円

特別利益

固 定 資 産

売 却 益 固 定 資 産

売 却 益

過年度損益

修 正 益 過年度損益

修 正 益

そ の 他

特 別 利 益 そ の 他

特 別 利 益
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支 出

款 項 目 本年度

予定額

前年度

予定額
増 減

節
説 明

区 分 金 額
千円 千円 千円 千円

病院事業

費 用 医業費用

給 与 費

給 料

手 当 扶養手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

地域手当

退職手当組合負担金

賞与引当金

繰 入 額

賞与引当金

法定福利費引当金

法定福利費 市町村共済組合負担金

経 費

旅費交通費 普通旅費

消 耗 品 費 原子力災害対策用備蓄品費等

印刷製本費 予算書，決算書

修 繕 費 建物・設備，医療機器修繕費

保 険 料 建物等損害保険料
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款 項 目
本年度

予定額

前年度

予定額
増 減

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円 千円 千円

賃 借 料 財務会計パソコン賃借料

会場借上料

委 託 料 指定管理料

放射線防護対策維持管理委託料

諸 会 費 関係協議会費

負 担 金 ・

補助金及び

交 付 金

運営交付金

研修負担金

手 数 料 口座振込手数料

使 用 料 インターネットバンキング使用料

減価償却費

建 物

減価償却費

器械及び備品

減価償却費

資産減耗費

たな卸資産

減 耗 費

固 定 資 産

除 却 費

医療機器等更新分

長 期 前 払

消費税償却 長 期 前 払

消費税償却

－ 28 －



款 項 目
本年度

予定額

前年度

予定額
増 減

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円 千円 千円

医業外費用 △

支払利息及び

企 業 債

取 扱 諸 費

△

企業債利息 財政融資資金

地方公共団体金融機構

雑 支 出

雑 支 出

特別損失

固 定 資 産

売 却 損
固 定 資 産

売 却 損

過年度損益

修 正 損
過年度損益

修 正 損

そ の 他

特 別 損 失
そ の 他

特 別 損 失
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資本的収入及び支出
収 入

款 項 目
本年度

予定額

前年度

予定額
増 減

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円 千円 千円

資 本 的

収 入
出 資 金

出 資 金

出 資 金 一般会計出資金
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支 出 

款 項 目 本年度 
予定額 

前年度 
予定額 増 減 

節 
説 明 

区 分 金 額 

   千円 千円 千円 千円  1 資 本 的 
支 出 

  △    

1 建設改良費  △    

1 固 定 資 産 
購 入 費 

   

1 器械及び備品 
購 入 費 

医療機器等購入 

2 建 設 改 良 
工 事 費 

△   

1 電気設備工事 
設 計 費 

高圧ケーブル引換・受変電

設備更新等設計 

2 直流電源装置  
改修工事費 

 

3 施設整備費 緊急改修等 

2 企 業 債 
償 還 金 

    

1 企 業 債 
償 還 金 

   

1 企 業 債 
償 還 金 

財政融資資金

地方公共団体金融機構  
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